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2023 年 3 月   広島経済同友会ものづくり委員会 

 

巻頭言 

 

ものづくり委員会は 2017年に創成し「ものづくりで輝く広島」を創るという

ビジョンを掲げ活動を開始しました。広島は歴史的に、県内総生産に占める製造

業のウェートが高いという特徴がありますが、その生産性は決して高いもので

はなく、「広島が元気になり成長していくためには、ものづくりの力を高め、極

め続けることが欠かせない」。これが活動を開始したときの課題認識であり、関

係者全員で知恵を出し、汗をかきながら 6年間活動を続けてきました。一方で、

年明けに広島県の人口転出超過数が 2 年連続全国最多との報道に接し、危機感

を持ってものづくり委員会の活動に取り組んでいかねばと、気持ちを新たにし

ています。 

ものづくりはひとづくりに他ならず、広島でものづくりに携わる企業の皆さ

まに広く呼びかけ、経営者の方や生産現場で実務を担当される方を対象とした

研修の場を設け、毎年少しずつ輪を広げながらひとづくりを進めてきました。研

修コースは企業の皆さんのニーズに応えるべく、２つのコースでスタートした

初年度から、今年度は 7 コースへと拡充し、社会のメガトレンドに合わせた現

場で活用できる DX（デジタルトランスフォーメーション）を学ぶコースも新規

に開講しました。初年度に研修に参加いただいた方は 43人でしたが、今年度ま

でに延べ 194 社、310 人の方に参加いただくまでになりました。着実に活動の

輪が広がってきたと実感しています。この間、順風満帆であった訳ではなく、豪

雨災害やコロナ禍など様々な出来事がありました。こうした困難を乗り越え、活

動を定着してこられたのは、ものづくり委員会の意志に賛同くださり、研修ツー

ルや場所を提供いただいたり、指導者を派遣いただいた多くの皆さまのご理解

と暖かいご協力のお陰です。この紙面をお借りし、改めて心より感謝申し上げま

す。 

研修の場では、参加される方々が切磋琢磨しながら、人と人のつながりが生

まれ、輪になり、企業のつながりへと昇華していきます。こうしてできあがった

企業の輪を広げることで、まるで一つの企業体として活動する「広島ものづくり

ネットワーク」を目指して、初心を忘れずさらにものづくり委員会の活動を深化

させ、仲間を増やし、地元広島をものづくりを通じて元気にしていく所存です。

これからも皆さまのご協力を宜しくお願いいたします。 

 

2023年 3月 

広島経済同友会 ものづくり委員会  

委員長 向田 光伸 



2023 年 3 月 1 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

Ⅰ. 取り巻く環境 

Ⅰ－（１）少子高齢化による労働生産人口の減少 

⚫ 人口は 2021 年 12,550 万人から 2030 年には 11,913 万人に 637 万人（5%）減

り、2040年には、11,092万人に 1,458万人（11%）減る見通し。 

⚫ 15歳～64歳の労働生産人口は、2021年 7,450万人から 2030年には 6,875 万人

に 575万人（８％）減り、2040 年には 5,978 万人に 1,472 万人（20%）減る見

通し。この厳しい実態を認識しておく必要がある。 

 

 

 

 

出典：令和４年版高齢社会白書 



2023 年 3 月 2 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

Ⅰ－（２）広島に於けるものづくりの労働生産性 

１） 日本に於ける製造業労働生産性は低下傾向 

⚫ OECD加盟国の中で日本の労働生産性水準は、2000 年までは 1位を維持してき

たにもかかわらず、それ以降、年々順位を下げているのが現状である。 

⚫ 2019年は 2018年の 18位と同等順位のままで改善はみられない。世界の中での

日本の製造業労働生産性の低下に対して引き続き対策が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：労働生産性の国際比較 2022  

（単位）USドル (加重移動平均した為替レートにより換算) 

出典：労働生産性の国際比較 2022 令和 4（２０２２）年 



2023 年 3 月 3 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 

２）広島県の製造業労働生産性は、全国並みで高いとは言えない 

2021 年の製造業付加価値額で広島県は全国 13 位であるが、従業員一人当たり

の付加価値額（労働生産性）でみると、全国平均 1.00 に対して 0.98（全国 18

位）であり、労働生産性 1位の山口県の 1.51、付加価値額 1位の愛知県の 1.13、

と比べて生産性は高くない。 

 
出典：ひろしまの工業 広島県商工労働局 

出典：労働生産性の国際比較 2022 令和 4（２０２２）年 日本生産性本部 



2023 年 3 月 4 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 

⚫  広島県の付加価値額の中で構成比の高い業種のトップ 3は輸送用機械器具製造

業 24.4%で、生産用機械器具製造業 13.4％、食料品製造業 8.4％でありトップ 3

で合計 46.2％を占める。 

 

 

 

 

 

従業員一人当たりの付加価値額（労働生産性） 



2023 年 3 月 5 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

３）広島県の製造業のトップ 3の労働生産性は全国平均と比べて低い 

⚫ それぞれ業種別の労働生産性を全国平均と比較すると輸送用機械器具製造業

0.95、生産用機械器具製造業 0.90、食料品 0.92であり、他県より下回っている。 

 

 

４）大企業と中小業の製造業労働生産性には 2倍以上の格差がある 

⚫ 全国の例であるが、大企業と比較すると中小企業の労働生産性はどの業種でも

低い。製造業の労働生産性は 2倍以上の格差がある。 

 

参照：工業統計調査 ２０１９年確報 品目別統計表 令和 2(2020)年  



2023 年 3 月 6 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ 広島県製造業における従業員規模別の従業員一人当たりの付加価値額を表に示

す。規模の小さいほど  一人当たりの付加価値額は小さくなっており、規模の小

さいほど労働生産性が低い。 

  

 

 

Ⅰ－（３）政府主導の解決策の方向性 

１） 中小企業も含めてひとつひとつのプロセスの革新力を高める 

⚫ サプライチェーン軸、エンジニアリングチェーン軸のバリューチェーンに於い

て戦略的連携によって、全体最適の取り組みを行って最大の価値を造り出して

行く事が必要である。その為には、ベースとなる各プロセス（調達・生産管理・

生産・物流・販売・サービス）の個々の革新力、管理力を高める事がまず大切で

ある。その上で、バリューチェーンの全体最適を進めるため、人と人、組織と組

織、企業と企業のつながりと、モノとモノ、技術と技術のつながりを強くして行

く必要がある。 

 

参照：工業統計調査 ２０２１年確報 品目別統計表 令和３(2021)年  



2023 年 3 月 7 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

２）バリューチェーンの全体最適化 

⚫ バリューチェーンの全体の価値を高めていくためには部分最適で考えるのでは

なく全体最適で進めていかなければならない。生産性改善の視点でものづくり

を捉えると、単に、モノとモノをデジタルでつぐようなネットワークでなく、経

済産業省が推し進める戦略「コネクテッドインダストリーズ」に概念を置きなが

ら、人と人、企業と企業、機械と機械、物流と物流などのつながりをサプライチ

ェーン軸（調達～生産管理・生産～物流～販売・アフターサービス）と、エンジ

アリングチェーン軸（開発～生産技術～生産）で造り、その連携を全体最適な仕

組みとして創り上げることが鍵である。 

⚫ その為には、一つの企業内の組織にとどまらず、自前主義から自分の強みを他社

との連携によって最大価値につなげて行く事が必要である。 

⚫ これらバリューチェーン全体に及ぶ全体最適化を進めるためには、システム化

により一気通貫で全体が淀みなく流れる状態を実現すべきであり、それによっ

て生産性は大きく改善できると期待されている。 

 

 

 

 

参照：ものづくり白書 2018 年版 



2023 年 3 月 8 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

３）DX（デジタルトランスフォーメーション）推進の加速化 

政府が掲げる超スマート社会 Society 5.0 の実現に向けた活動の柱の一つがデジ

タルトランスフォーメーションである。既存のレガシーシステムからの脱却が

急務となっている。 （2025 年以降、損失最大12 兆円/年） 

⚫ 「2025 年の崖」を回避するためには、新たなデジタル技術を導⼊し、迅速なビ

ジネスモデルの変革を実現していかなければならず、経営トップが DX に対す

るコミットメントを示し、推進のための経営戦略・ビジョンを掲げ、体制整備を

進めていかなければならない。 

⚫ ものづくりにおいても、単に既存のプロセスに IT を導⼊するという発想ではな

く、ビッグデータ化などあらゆるものをデータ化して活用し、エンジニアリング

チェーン、サプライチェーンの業務プロセスをこれまでにない視点で、デジタル

技術で作り変えることへの挑戦が求められる。 

⚫ ここ数年で、DX 戦略の必要性が高まってきたものの、実装はまだまだ一部の中

核企業に⽌まり、裾野が広がっていない。コロナ禍を境に働き方を含めた実装に

向けた動きが世の中で加速されてはいるが、経営者は遅れを取り戻す好機と捉

え、覚悟を持ってデジタル化を推進する必要がある。更に、最近では、経済産業

省が提唱するGX（グリーントランスフォーメーション）にも取り組みが必要と

なってきているのが現状である。 

４）ものづくりの課題 

こうした環境を踏まえ、ものづくり委員会として取り組むべき課題は４点に集約

できる。 

⚫ 広島のものづくりの労働生産性が優位ではないことを経営者が認識し、ものづ

くりのあるべき姿を描き、労働生産性向上に向けてマネジメントの意識改革、現

場革新を強力に推進する必要がある。 

⚫ 個々のプロセスの現場革新力・改善力を高めるために、改善/改革できる人づく

りが急務である。 

⚫ 全体最適を行ない価値の最大化を行うために、企業間の垣根を越えた「ものづく

りの輪」をデータ連携を含め更に大きく広げていくことも必要である。  

⚫ 開発・生産技術の効率化を進め、ネットワーク企業間の価値を最大化するために

は、デジタル技術を活用した、モデルベースによるものづくりを広げ定着させて

行く必要がある。 



2023 年 3 月 9 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

Ⅱ. 広島のものづくりのあるべき姿 

広島の未来を創っていくためには、価値と生産性を向上

させ競争力を高めることが欠かせない。政府が進める「働

き方改革」、「生産性革命」、「ひとづくり革命」に呼応する

「輝くものづくり力 in 広島」を目指し、『広島ものづくり

ネットワーク』を作り上げる必要がある。 

ものづくりに携わる人々が集まり、それぞれの強みを持

った、各企業と人が『広島ものづくりネットワーク』でつ

ながり、開発・生産・物流で「まるで一つの企業の様につながり」高い付加価値の商品

を開発して、高い品質と生産効率でモノを造り、高い効率で流通させ、販売する姿を実

現させる。そのために、以下のビジョンとミッションを定め、ものづくり委員会の活動

を推進する。 

○ビジョン 

 ものづくりに係るすべての企業が、未来に向かって「輝く技術力」・「輝く現場力」・

「輝く技術・技能者」を高め、受継いで行き『ものづくりで輝く広島』を創る。 

○ミッション 

広島経済同友会の会員がリードして、"広島ものづくりネットワーク"を作り、成長さ

せ、相互研鑽できるものづくり環境を作る。 

○重点施策 

1. ものづくり企業とものづくり

に係わる人の輪を広げる 

2. 広島ものづくりの現場革新 

~学ぶ場・実践する場・賞賛する

場づくり~を、既存の学ぶ場や、

他の経済団体・行政の取り組み

と連携し効果的に実現する 

3. ものづくりネットワークのあ

りたい姿を策定し将来への道

を造る （継続的成長） 

~ネットワークの継続的成長~    

に向け、解決すべき課題出しと解決策の実行と提案 

 



2023 年 3 月 10 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

以上３つの重点施策を進めるに当り、産・学・官及び他の経済団体とも連携を図り、

実践的「広島の“ものづくりネットワーク”」を強固なネットワークとして進化させ続け

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今までは、図面を貰ってその通り作るだけであったが、これからは一歩進んでデジタ

ル技術を手の内化しコンカレントに Tier2（中小企業）もベストな構造を提案すること

によって、中小企業も存在価値が更に高まり高い価値を高効率に生み出すことができる

ようにしたい。 

 

 

 

 

一気通貫のデジタル開発 

価値と効率を同時に高める 

 



2023 年 3 月 11 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

活動の土台は「ものづくりは人づくり」であり、経営者、技術者が相互研鑽を通じて 

労働生産向上に向けた意識改革、デジタル化への取組みをスパイラルに回す状態を作り

上げていく。 

 

Ⅲ. あるべき姿に向けた実践活動 

Ⅲ－（１）人づくりの進め方 

１） 人づくりの考え方 

これまでの様々な活動状況を見

てみると「学ぶ場、実践の場、賞賛

の場を通じてこそ本当に使える実

践力を身につけることができる」と

断言できる。学んで実践しようとし

ても上手くいかないことは多いし、

試行錯誤を繰り返して身につけることができれば良いが自己流に陥るリスクもある。そ

の実践の時に適切な指導員がタイムリーに指導することで短期間でも着実にスキルア

ップすることができる。また、更に学び、実践し続けようというモチベーションを上げ

るためには、賞賛の場が、必須である。このサイクルを回すことで実践力をスパイラル

アップすることができる。そこで当委員会の実践活動においては、この 3つの場を設け

ることを意識して企画を行なった。 



2023 年 3 月 12 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

ものづくり委員会では 2017年度からあるべき姿に向けて、先ずは、ものづくりネッ

トワークの輪を広げるために会員を増やし、会員ではなくても、ものづくり委員会の活

動に賛同頂けるものづくりに直接携わっている人たちをフェローとして迎えた。 

そして会員＋フェローの体制で、様々な交流を通して現場力と技術力を引き上げる

ことを目指して実践活動を行った。 

具体的には、現場革新力・技術力（デジタル技術）の 2点に重点を置き、会員/フェ

ローのメンバーと下記に示す活動を実践している。 

 

２） 実践活動の対象者 

⚫ 階層ごとに求められる実践力に合わせて実践活動を企画した。 

経営者/工場長・幹部を対象とした「ものづくり現場革新カレッジ」、ミドルマネ

ジメント・技術者を対象にした「デジタルものづくり塾」、「現場デジタル活用実

践塾」である。 

Ⅲ－（２）現場革新をリードするマネジメントの育成  

「ものづくり現場革新カレッジ」は、経営者/工場長・幹部が対象。会社/工場の方針を

現場の末端まで伝え、全員参加で活動する手法を学び、それを自らのリーダーシップで

実践する力を身につける。期間は 6か月。 

 

⚫ 2019 年度より、各社から経営幹部と工場管理者

の 2 名/社まで参加可能とした。しかしながら、

2020 年度は、新型コロナウィルスの影響で、受

講者の減少がみられたが、2021 年度は、8 社 12

名が参加。2022 年度は、10 社 16 名と年々増加

の傾向となっている。 

久保田講師（広島工業大学名誉教授） 

現場デジタル活用実践塾 



2023 年 3 月 13 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ 具体的な研修内容は、久保田講師から「勝ち残れる

企業になるための変革（概論）」として会社経営の

コアになる強み弱みをＳＷＯＴ分析し経営課題の

導き出し方、方針管理、日常管理と人財育成につい

て学んだ。 

⚫ 新見講師から、あるべき姿の描き方、改善に取り

組む具体的な進め方、重点課題・目標・納期の設

定、対象ラインの現状分析・3種の神器の作成、改

善のアイテム出しを学んだ。   

⚫ デール・カーネギー・米国本部 グローバル・マスター・トレーナーの 石原講

師から、従業員エンゲージメントの向上の為の、コーチングや日常のフィードバ

ックの仕方など、メンバーとの接し方について、ワークショップ型の研修で、受

講者同士でお互いに体感しながら学んだ。 

⚫ 更に、自主活動の進め方（自主保全・品質活動）や、経営戦略の立て方と現場革

新・プロセス革新を加速させるデジタル技術、IoT技術の概要研修も追加実施し

た。 

⚫ 課題解決活動のステージでは、各社における SWOT分析、コアコンピタンスを

明確にした上で、自社/自部門のあるべき姿と、それを達成するステップ毎の目

指す姿を描き、活動テーマを絞り込み、活動組織、スケジュールを作成し、キッ

クオフ発表会を行った。 

⚫ 各企業での実践活動に際しては地場大

手ものづくり企業のマネジメントクラ

スから指導員を選任し、一人が 1社から

2 社を集中して担当できる指導体制を

整えた。また、指導員同士で各社での実

践活動の進捗状況を確認・共有し、レベ

ルを合わせたアドバイスを行った。更

に、指導員、受講者間で相互の工場へ出

向き、現場を見ながらの対面の対話で新たな気づきと学びを得た。 

⚫ ３か月間、指導員から指導を受けながら各社で実践し最終報告会でその成功体

験・成果や、結果に至るまでのプロセスを全員で共有した。6ヵ月という短い期

間であったが、考え方、進め方を充分に理解し、着実な取り組みで、成果をあげ

る参加者が多くあった。また修了者全員には「修了認定証」をお渡しした。 

新見講師 (Y’s ｵﾌｨｽ代表） 



2023 年 3 月 14 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ 参加者の声 

 「あるべき姿を描き、共有する大切さを改めて認識した。活動メンバーとと

もに一緒に考え、想いを一つにすると共に、手法を実践し、効果の確認をし

ていくことで、特に若い人の意欲と能力を少なからず喚起出来た。 

 現地指導会として指導員の方に自分の現場で直接指導して頂けたこと。 

 指導員の方がフォローに⼊っていただき、助言を頂戴できたとともに継続し

て緊張をもって取り組めました。 

 アドバイザーの工場見学が出来たことが良かったです。改善のヒントをたく

さん発見できました。 

 “現場の改善”は同じ。魔法のような改善策がある訳ではなく，地道な改善活

動の積み重ねと，チャレンジ精神が重要。 

 改善が改善を生む！ 改善をする → 効率が上がる → 時間に余裕が

出来る → 次の改善に取り組める。 

 今まで交流する機会が無かった異業種の方とグル－プディスカスを行うこ

とが出来た。 

⚫ 各社とも全員参加で取り組み、職場の生産性を大幅に向上させることができた。

成果事例のひとつとして、ある配電メーカーでは、障害対応リスクがある接続箱

について分析を行い、より信頼度が高い接続箱への改善により、配電遠制設備の

信頼度向上につなげることができた。 

⚫ 参加企業は、大企業、中核企業、中小企業と規模にかかわらず参加していただい

ており、その業種は、輸送用機械器具、生産用機械器具、食料品、情報通信、プ

ラスチック製品、金属製品などの幅広い製造業である。 



2023 年 3 月 15 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 

 

Ⅲ－（３）現場革新・改善できるひとづくり 

  下記の研修を活用させて頂き、現場革新・改善出来るひとづくりを進めている。 

① ムダ取り塾  

～広島商工会議所 工業部会主催  

⚫ 「製造現場におけるムダ削減」による生産性向上、競争力強化が主要テーマ。標

準作業を使った改善のやり方、ムダ取の発想力を学び、自社で現場改善を実践。 

② 「現場イノベーションスクール（オンライン版）」 

～ひろしま産業振興機構主催 

⚫ 動機付け→手法→他社現場改善実習→成果発表 を通して、現場力を高め、企業

収益を上げる「ものづくり改善人材」を育成。 

ものづくり現場革新カレッジ 参加企業 一覧 



2023 年 3 月 16 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

③ ものづくり現場 IoT推進リーダー育成塾 

～ひろしま産業振興機構主催～ 

⚫ 工場の生産ライン管理、設備の故障予測、作業効率化などを目的に、現場に IoT

などの活用導⼊を検討している方を対象に、座学と体験学習を経て、自社の課題

を自ら発掘し、その課題解決方法を立案。2020 年度から新設・継続している。 

Ⅲ－（４）デジタル技術を活用したモデルベースでのモノづくりができる人の育成 

⚫ 「デジタルものづくり塾」は、ミドルマ

ネジメント、技術者を対象。ひろしま産

業振興機構/ひろしまデジタルイノベー

ションセンター（HDIC）の協力を得て、

デジタル技術活用につなげる取り組み

を開講から、個別課題解決活動、成果報

告までの一連の研修プロセスをオンラインで実施。 

 

⚫ 具体的な内容としては成形シミュ

レーションの研修で、プレス成形金

型コースではシミュレーションソ

フト（Autoform）、射出成形金型コー

スではシミュレーションソフト（３

D-TIMON）の操作研修を行い、そ

の後各社ごとにテーマ設定を実施、

手法復習、各社実践、毎月のアドバイザーとの相談会を経て、中間報告会、最終

成果報告会を実施している。 

オンライン研修： ひろしまデジタルイノベーションセンターにおいて、講師が、各受講者のモニター画面をみながら研修実施 



2023 年 3 月 17 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ プレス成形金型については、2021 年度 11 社 14 名、2022 年度 9 社 12 名参加。 

⚫ 射出成形金型については、2021年度 12社 21名。2022年度 10社 18名参加。 

⚫ 地元大手ものづくり企業の取引先である中核企業から自社の関連中小企業に参

加を呼びかけた。これまでデジタル技術を活用する必要性を感じていながら導

⼊できていなかった企業に対して受講参加の声掛けをし、参加に繋げた。 

⚫ 指導体制として、地元の大手企業、中核企業からアドバイザーを選出し、関連の

ある企業同士でグループを作り、グループごとに担当するアドバイザーを決め

受講者が気軽に相談できる体制とした。 

⚫ ひろしまデジタルイノベーションセンター、シミュレーション・ソフトウェアベ

ンダーとアドバイザーが、進捗状況や受講者が抱える課題について情報共有し、

いろいろな視点からのアドバイスを行いながら運営している。 

⚫ 2019 年度以降、ソフトウェアベンダーから、各ソフトウェアの教育用ライセン

スを発行頂き、各社の PC にインストールすることで、ひろしまデジタルイノベ

ーションセンターに出向く事なく職場で実践できるように改善した。              

⚫ プレス成形金型では、2019 年度以降、西部工業技術センター生産技術アカデミ

ー様のご協力により、各社で使用する材料の引っ張り試験を行って頂き材料特

性値を取得・活用し、成形シミュレーション精度向上に繋げている。 

⚫ 2022 年度は、本デジタルものづくり塾が経済産業省の地域 DX 促進支援事業と

して採択され、その補助金を活用し、企業訪問指導等ステップアップした活動が

実施できた。 

   

 

 



2023 年 3 月 18 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ 参加者の声 

＜成形シミュレーションを導⼊してない企業＞ 

 必要性を感じていたが利用することに躊躇していたので良いきっかけとな

った。 

 これまで KKD(勘、経験、度胸）でやってきたが、成形の途中経過が見える

のは凄い、使えると感激。 

 別の方案の方がもっと良くなると提案しても現場のベテラン作業者が金型

修正してくれなかったが、事前に方案をシミュレーションで評価できる。 

 製品評価の段階に提案でき手戻りを無くせる。 

＜成形シミュレーションを導⼊している企業＞ 

 経験のあるベテランと若手が同じツールを基に技術的な議論ができるよう

になった 

⚫ 成功事例として、ある企業では、金型製作段階においてトライアルで手戻りを繰

り返していたものを、業務をフロントローディングし成形シミュレーションで

問題解決して金型製作に着手するように業務プロセスを変えることでトライア

ルでの手戻りを削減する業務プロセスに変えることができた。 

⚫ 参加企業は、中核企業、中小企業と規模にかかわらず参加していただいており、

その業種は、輸送用機械器具、生産用機械器具、プラスチック製品、金属製品、

医療機器、文房具などの幅広い製造業であり、相互研鑽の場となっている。 



2023 年 3 月 19 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 

Ⅲ－（５）デジタル技術を活用して、業務プロセスを変革できる人づくり 

⚫ 「現場デジタル活用実践塾」は、実

務者を対象に、DX 化の進め方を、

実践事例によって理解を深め、自

らが自前で課題解決に向けプログ

ラム開発し、業務プロセスを変革

できる人を育成する取り組み。 

⚫ 具体的な内容は、自業務の現状

（AS-IS）と目指す姿（To-Be）を

描く。目指す姿に対し、解決すべ

き課題を設定し、マイコンを使っ

て、設備のプロセス Data や計測

Data を本体設備の改造なしで安

価に自動で収集、蓄積すること。

また、PAD（Power Automate Desktop）を使って、ロボットによる業務自動化

技術で、日々の繰り返し作業の効率化に向けた取り組みである。 

 



2023 年 3 月 20 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

⚫ マイコン（アルディーノ）・RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）

の基礎を学び、各社ごとに解決すべき課題としてのテーマを設定。定期的な講師

との進捗確認・相談会を重ね、中間報告会、最終成果報告会を実施した。 

⚫ 2 部構成の研修を開講し 2022 年度の参加者は、Step1 の DX の進め方やあるべ

き姿の描き方の知識向上講座に 8社、Step2のあるべき姿達成に向けた課題解決

の実践活動講座としてのマイコンプログラミング講座に５社、RPA 講座に７社

が参加。 

⚫ Step1での具体的な内容は、大手ものづくり企業から講師を招き、製造DXの進

め方を学び、ワークショップにて、自業務の目指す姿（To-Be）を描き、他社と

交流し、理解を深めた。 

⚫ Step2では、自らが描いた、自業務の目指す姿に対し、解決すべき課題を短い期

間ではあったが、デジタル技術を活用して解決していくことに取り組んだ。 

⚫ 参加者の声 

＜マイコンプログラミング講座＞ 

・予知保全活動を進めるにあたり、いかに低コストで出来るか考える良いきっか

けになった。 

・初めは講義の内容について行くので手一杯でしたが、受講によって自主課題に

取組むだけの基礎知識を身に着けることができました。 

・プログラミングの基礎を学んだ事で、専門的な知識が無くても出来るんだとの

思いが強くなり、今後の自動化の考え方が変わった。何より楽しさを知る事が出

来て良かった。 

＜RPA講座＞ 

・研修の成果としては、当たり前として行っていたルーティン業務へ改善の眼を

向ける事が出来たこと 

・RPA 化を進めるためには 今の作業を当たり前と思わない 少しでも改善し

たいという気持ちが重要 “現状維持＝衰退” 

・業務の改善を行う際は、業務のフローを明確にして、標準プロセス化すること

が大切だとわかった。フローを明確にすることにより、フローごとに問題点、

改善策を考えることができた。フローごとに少しの改善をするだけで、業務全

体でみると大きな改善なるということを体験できた。 



2023 年 3 月 21 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 

Ⅲ－（６）ものづくりの現場での実践交流  

ミドル.マネジメント対象。ひろしま産業振興機構、広島商工会議所の協力を得

て、イノベーションインストラクター育成塾、ムダ取り塾の活動成果を共有。改

善現場を訪問して、現場の改善に向けた活気とベストプラクティスを学ぶこと

で自分達の会社に於ける進め方の気付きを得る場として開催。2020 年以降は、

新型コロナウイルス感染症の影響で休⽌中。5類移行の 2023年 5月以降に再開

計画を立案する。 

 第１回 2018 年 10 月 2 日開催  

参加者： 18 社 23名 

 第２回 2018 年 12 月 14 日開催 

参加者： 14 社 18名 

 第 3 回 2019 年 2 月 28 日開催 

参加者： 19 社 26名 

⚫ 参加者の声 

 改善の結果を聞くだけではなく、改善のプロセスを聞くことが出来て大変参

考になった。 

 それぞれ種々の制約条件の中、工夫、改善している様子が 直に感じられ有

意義だった。  



2023 年 3 月 22 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

 他企業の取組み方、方針を聞かして頂きとても勉強になりすごく良かった。  

 からくりを用いて自分発の小改善を積み上げ大きな成果を上げているのが

大変参考になった。 

 違う視点から自分の会社を考える良いヒントとなった。 

 他社との情報交換の場にもなり、良い交流会の場となった。 

 

Ⅲ－（７）優秀実践活動の紹介と表彰 

⚫ 実践活動の中から優秀な取り組みの紹介と表彰を行なう『ものづくり現場力革

新大会』を行っている。令和 2 年（2020 年）以降、オンラインで継続開催中。 

⚫ 他社の実践活動を聴くことで、多くの学びと気づきを得る事が出来ている。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ. コロナ禍を受けての展開 と With コロナに向けて 

2020年 2月正副委員長会議を広島商工会議所て開催し、令和元年（2019 年）度の振

り返りと令和 2 年（2020 年）度の事業計画の協議を行った。その後、新型コロナウィ

ルスの感染拡大に伴い、これ以降、ものづくり現場実践交流会、ものづくり現場力革新

大会の対面開催は中⽌とした。令和 2年度以降の活動について当初は、実践活動をリア

ルでの集合研修とオンラインの組み合わせ開催を考えていたが、更なる拡大の余波を受

け、全てオンラインWeb 会議形式だけで、令和 4年度まで開催を継続した。 

Ⅳ－（１）交流と賞賛の場 

令和２年に予定していた、ものづくり現場力革新大会を 5 か月後の 8 月 20 日 Web

会議オンライン形式で開催し令和元年(2019 年)度の優秀な実践活動の発表と表彰を行

った。この形式を以降も継続し、令和４年（2022 年）度もオンラインで 2023年 3月 14

日に開催・表彰し、74接続 90名近くのご参加を頂いた。（実践活動優秀賞は、ものづ

くり現場革新カレッジ 3 社、デジタルものづくり塾（プレス成形金型 3社、射出成形金



2023 年 3 月 23 広島経済同友会ものづくり委員会 

 

型 4社）7社、現場デジタル活用実践塾（マイコンプログラミング講座 2社、RPA 講座

2 社）4社） 

今やWeb 会議は一般的なものとなり、場所、移動の制約なしで開催できるオンライ

ンならではのメリットがある一方で、従来できていた対面での交流、アイスブレイクが

難しいというデメリットもある。今後は、オンライン、対面の双方の利点をうまく引き

出しながら行うハイブリット開催の必要性が確認できた。 

Ⅳ－（２）合同開講式と実践活動    

2019年度から開講式は、ものづくり現場革新カレッジとデジタルものづくり塾の合

同で開催した。2022年度は、新規開講した現場デジタル活用実践塾の関係者も一緒に、

合同開講式をオンラインで行った。経営幹部の方にデジタル技術を理解して頂くことに

加え、エンジニアの方にも経営戦略的な視点を持って頂くため、一堂に会して活動の狙

いと活動事例を理解する場として設定した。2019年度の参加者は対面で 150名。2022

年度はオンライン開催にて、接続数は 112接続で、1接続で会議室から複数名でのご参

加もあり、約 140 名を超え、コロナ前と同等の方々にご参加者頂いた。オンラインで

は、遠距離からの移動時間を短縮できるメリットもあり、遠方からの参加もあった。初

対面の受講者同士が安心して受講できるということを実感してもらうため、Web カメ

ラとジェスチャーを有効活用。初めて多人数の前で発言することに不安を感じている話

し手に対しては、聞き手全員が手を振って応援することや、3人から 5人の少人数でブ

レイクアウト・ルームに分かれて、身近なグッド・ニュースについて話をするなど、互

いを理解しあう時間を設ける工夫をして運営している。これまでの経験からオンライン

カメラを通してのコミュニケーションは、自分では過度と思うくらいのジェスチャーを

行うことが相手に気持ちを伝えるには丁度良いということが、オンライン会議を重ねて

分かってきたことである。  

 

また、デジタルものづくり塾の成形シミュレーションソフトの操作教育で言えば、講

師が説明したあと、実際に受講者が習った手順に従って進めても上手くできない状況と

なる場合もある。そのような時は、対象の受講者の画面を全員で共有し、なぜ上手くい

オンライン合同開講式 （2022 年 7月 22日 Zoom開催） 
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かないのか、どのように対応すれば解決するのかという講師の説明プロセスを、受講者

が同時に共有することで、全員の理解を深められた。従来の対面形式であれば、対象の

受講者の所で講師が個別に対応方法を説明することで問題が解決してしまい、有意な情

報を参加者全員に共有できなかったという課題が解決できるメリットも確認できた。  

Ⅳ－（３）これまでの実践活動の成果と今後の進め方 

受講者は、実践活動に取り組むことで、自社/自部門が抱える課題の解決につながり、

確実に品質向上、コスト削減、期間短縮・業務効率化の成果を出している。加えて、職

場全体の意識改革、人材育成までつなげ企業を成長させる引き金となり、相互研鑽の場

に拡大している。このように大きな成果につながるこれら活動を広く周知し、多くの

方々に参加していただくことで各企業の労働生産性の向上につなげていきたい。  

ものづくり委員会の会員と関連企業の方々へのアンケートの結果、最も重要な経営

課題として 9割の方が人材の育成を一番に挙げている。また、生産性の向上、デジタル

技術を活用していく上でも大きな阻害要因として、人材の不足（スキル・経験不足）が

高い割合であった。これまでの実践活動を通じて、会員やフェローの方々から「自分の

会社を考える良いヒントとなった。」「デジタル化はコスト的に敷居が高かったが、気軽

に試してみることができた。」といった声が多くあったことは、良かった点であり、逆

に言えばこれまでこうした環境整備が十分ではなかったということである。 

また、広島の地には、ものづくりに携わる多くの企業が存在する。しかしながら、も

のづくりについて切磋琢磨したり気軽に相談する場、そして新しいチャレンジを試して

みる場が不足しているばかりではなく、あっても認知されていないことは問題として捉

える必要がある。 

更に会員やフェローを増やし、関係団体と一体となって議論、実践を重ね、『輝くも

のづくり』を極める広島にしていく活動を定着させる仕組みづくり、人づくりを進めて

いく為に、この実践活動を継続／拡大すると共に、内容の充実を下記の通り図っていく。 

１）ものづくり現場革新カレッジ 

経営者レベルが学びあう場ができたことについては高い評価が得られた。後継者を

育てていくためにも、経営者が企業間で交流し学ぶプログラムが身近に必要である。今

後も継続して経営者/経営幹部を対象に「ものづくり現場革新カレッジ」を開催し、も

のづくり企業の強みや独自性を磨いて行く。 

２）デジタルものづくり塾（金型領域） 

⚫ プレス金型領域については、プログラムを継続して初級コースと中級アドバン

スコースを開催し、参加企業の幅を広げるだけなく、より高度な問題解決も支援
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できるよう拡充していく。 

⚫ また、樹脂金型領域についても同様に、初級コースと中級アドバンスコースを開

催し、樹脂メーカーの課題解決をサポートする塾として発展させ、会員やフェロ

ーを増やし、ものづくりネットワークを広げていく。 

３） 現場デジタル活用実践塾 

⚫  2022 年度より、新規開講した実践塾である。取り巻く環境の変化、技術トレ

ンドや受講者のニーズを確認・加味しながら、研修コンテンツの拡大についても

検討しながら進めていく。 

４） ロボットプログラム設計・検証実践塾 

⚫ 令和 4年度よりこれまでの、金型成形領域から、加工・搬送領域へモデルベース

技術の拡大を図るため、開講検討を開始した。ロボットシミュレーション未実施

のメーカー、より高度な技術習得を望むメーカーと、現状のニーズは多様な為、

教育対象・目的を区分した研修を令和 5年度に企画していく。 

５） ものづくり現場力実践交流会 

⚫ 「イノベーションインストラクター育成塾」、「ムダ取り塾」への更なる会員、フ

ェローの参加を促し、情報交換の場、相互研鑽の場として塾の活性化を図ること

で、スパイラルな現場力の向上、ものづくりネットワークの拡大を図っていく。 

６） 交流と賞賛の場 

⚫ 実践活動における優秀事例を基にした発表会、

現場見学会、および表彰の場を引き続き設ける

ことで、会員やフェローの間の交流を深めると

共に参加者のモチベーション向上を図り、ひと

づくりのウィニングサークルを回して行く。 
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Ⅴ. 提言 

これまで取り組んできた実証実験（ものづくり現場革新カレッジ、デジタルものづ

くり塾、現場デジタル活用実践塾）の特徴は、一般的な研修のようにただ単に教えるだ

けでなく、中核企業のメンバーが実際的な指導を通し成功体験を実感するまで実践継続

しサポート/指導するところである。このようなプログラムはユニークと考えているが、

実践していくためには、しっかりとしたサポート/指導体制を、構築していく事が重要

である。 

会員、フェローの声として、将来的にものづくりについて学べる常設の場が求めら

れている。経営者が他社の経営者と相互研鑽を行なったり、今後の生産性向上のキーと

なるデジタル技術を気軽に学び、実践する場である。その中で、継続してものづくり力

を高め続けていくためには、学びの場→実践の場→評価賞賛の場がスパイラルに回って

いく仕組み（運営システム、リソース）が必要である。 

これまでの実践活動で、効果と具体的な仕組みが見えてき

た「ものづくり現場革新カレッジ」「デジタルものづくり塾（金

型領域）」「現場デジタル活用実践塾」「ものづくり現場力実践

交流会」について産学官および他の経済団体との連携を取り

ながらに、継続的/自立的に運営する仕組み作りに取り組みた

い。2021年 9月 1日には、デジタル庁が設立され、DXの波

はさらに大きくなっている。各企業においてDXの定着には、

これまで DX になじみが少なかった社員も AI やＩＴを日々の業務を進めながらリスキ

リングする制度の導⼊も急がれている。今後、自業務課題解決を行いながらデジタル技

術を学ぶ場として、地域に根付いた研修環境を提供することが重要であり、これらを更

に強化していく必要がある。 

運営に必要な人材供給の面で、指導者の派遣が必要であり、企業のエンジニアに加

え、シニア社員やOB などを活用することで社会的な課題である高齢者の雇用促進にも

寄与できると考える。 

小規模の企業では、教育するための人員の確保、教育訓練の経費、現場を革新する上

での費用等で、苦慮されている状況が見受けられる。今後の中小含めたものづくり力を

高める上で、その実態を調査しながら提言に結び付けたい。 

これまでの実践活動への参加企業は、自動車・機械、食品、土木、通信と幅広い企業

で幅広い職種からの参加であり、次年度の活動において、こうした各企業、他の経済団

体含め、産学官が協働して本提言の実現に向けて具体化を協議、立案していく。 
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Ⅵ. 終わりに 

ものづくりネットワークはつまるところ人と

人とのつながりである。広島県でものづくりに携

わる人たちが繋がり、相互研鑽や共創活動が当た

り前のように行われる状態になれば、ものづくり

立県が可能である。 

広島県は、「ひろしまものづくりデジタルイノ

ベーション創出プログラム」が、内閣府の地方大

学・地域産業創生交付金の交付先として採択され

るなど、地域の産業振興や専門人材の育成に向け

て革新的な取り組みを産学官が一体となって進

めている。 

岸田内閣では、新しい資本主義の主役は地方と謳う「デジタル田園都市国家構想」に

おいて、地域が抱える人口減少、高齢化、産業空洞化などの課題をデジタルの力を活用

して解決することで地方を活性化し、ボトムアップによる国全体の成長を図り、持続可

能な経済社会の実現を目指している。 

ここ広島において、ものづくり委員会が創設された意義と、広島の現状を改めて噛み

しめ、広島経済同友会が示す方針「広島を“いかそう” ～新時代への適応と持続的な発

展を目指して～」に貢献できるよう、会員とフェローが一丸となって、これからの活動

に取り組んでいく決意である。 
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